
国家公務員共済組合連合会　保健経理

民間企業仮定貸借対照表

平成31年3月31日現在 （単位：円）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

現金・預金 1,725,790,747

未収収益 1,057

未収金 81,821,932

　流動資産合計 1,807,613,736

　　　　　　資産合計 1,807,613,736

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

未払金 529,815,633

未払費用 295,042

預り金 113,310

受託債権回収預り金 1,232,443,577

引当金

賞与引当金 1,517,805 1,517,805

　流動負債合計 1,764,185,367

Ⅱ　固定負債

引当金

退職給付引当金 25,724,568 25,724,568

　固定負債合計 25,724,568

　　　　　　負債合計 1,789,909,935

（純資産の部）

Ⅰ　基本金

基本金 38,000

　基本金合計 38,000

Ⅱ　剰余金

利益剰余金

積立金 20,179,505

当期利益金 △ 2,513,704 17,665,801

　剰余金合計 17,665,801

　　　　　　純資産合計 17,703,801

　　　　　　負債純資産合計 1,807,613,736

科　目 金　額



国家公務員共済組合連合会　保健経理

民間企業仮定損益計算書

自　平成30年4月1日　至　平成31年3月31日 （単位：円）

経常収益

単位組合受入金 4,672,327,717

受託業務手数料収入 14,291,757

事業外収益

受取利息 11,600

事業外収益合計 11,600

　経常収益合計 4,686,631,074

経常費用

一般管理費

一般管理費 48,939,284

賞与引当金繰入 1,517,805

退職給付費用 2,398,587

一般管理費合計 52,855,676

繰入金

医療経理へ繰入 1,733,101,419

宿泊経理へ繰入 2,888,884,326

宿泊経理へ相互繰入 14,303,357

繰入金合計 4,636,289,102

　経常費用合計 4,689,144,778

経常利益 △ 2,513,704

当期利益金 △ 2,513,704

科　目 金　額



国家公務員共済組合連合会　保健経理

キャッシュ・フロー計算書

自　平成30年4月1日　至　平成31年3月31日 (単位：円)

金額

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

当期利益金 △ 2,513,704

賞与引当金の増減額 99,237

退職給付引当金の増減額 2,398,587

受取利息及び配当金 △ 11,600

未収金の増減額 △ 5,364,155

未払金の増減額 8,426,993

受託債権回収預り金の増減額 829,786,117

その他 34,189

小計 832,855,664

利息及び配当の受取額 12,190

　業務活動によるキャッシュ・フロー 832,867,854

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動によるキャッシュ・フロー 0

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動によるキャッシュ・フロー 0

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 0

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 832,867,854

Ⅵ　現金及び現金同等物期首残高 892,922,893

Ⅶ　現金及び現金同等物期末残高 1,725,790,747

科目



 重要な会計方針等 保健経理 
 

１．引当金の計上基準 

（１）賞与引当金 

職員に対して支給する賞与（期末手当及び勤勉手当）の支出に充てるため、支給

見込額を計上しております。 

 

（２）退職給付引当金 

役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき、当事業年度末において発生していると認められる金額を計上してお

ります。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰

属させる方法については、期間定額基準によっております。 

数理計算上の差異及び過去勤務債務については、各事業年度の発生時の職員の

平均残存勤務期間内の一定の年数（9年）による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生した事業年度より費用処理しております。 

退職給付引当金に関する事項は以下の通りであります。 

 

a） 採用している退職給付制度の概要 

当連合会は確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。 

 

b） 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

 退職給付債務の期首残高                       35,735,536円 

 勤務費用                                    1,119,425円 

  利息費用                       138,135円 

    数理計算上の差異の発生額             △118,953円 

    過去勤務債務の発生額           △1,201,488円 

  退職給付債務の期末残高                       35,672,655円 

 

  



c） 退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整額 

 非積立型制度の退職給付債務        35,672,655 円 

  未積立退職給付債務             35,672,655円 

  未認識数理計算上の差異                  △11,378,700円 

 未認識過去勤務費用                         1,430,613 円 

 貸借対照表に計上された負債                25,724,568 円 

 

  退職給付引当金               25,724,568円 

    貸借対照表に計上された負債         25,724,568円 

 

d） 退職給付費用及びその内訳項目の金額 

 勤務費用                                    1,119,425円 

  利息費用                       138,135円 

 数理計算上の差異の費用処理額 1,394,239円 

  過去勤務費用の費用処理額           △253,212円 

  確定給付制度に係る退職給付費用        2,398,587円 

 

e） 数理計算上の計算基礎に関する事項 

   当事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎 

       割引率 0.4％ 

 

２．その他の重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込み方式によっております。 

  



３．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

資金運用については短期的な預金等に限定しております。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

平成 31 年 3 月 31 日における民間企業仮定貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次の通りであります。 

（単位：円） 

 民間企業仮定 

貸借対照表計上額 
時価 差額 

現金・預金 

未払金 

受託債権回収預り金 

1,725,790,747 

 (529,815,633) 

(1,232,443,577) 

1,725,790,747 

(529,815,633) 

(1,232,443,577) 

－ 

－ 

－ 

 （＊）負債に計上されているものについては、（  ）で示しております。 

 

（注）金融商品の時価の算定方法 

現金・預金、未払金及び受託債権回収預り金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。 

 

４．キャッシュ・フロー計算書に関する事項 

（１）キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から満期日又は償還日まで期間が 3 ヶ月以内

の流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない短期的な投資からなっております。 

 

（２）現金及び現金同等物の期末残高と民間企業仮定貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

 現金・預金 ････････････････････････････ 1,725,790,747円 

      現金及び現金同等物 1,725,790,747円 

 

５．行政コスト計算財務書類を作成する日までに発生した重要な後発事象 

 該当事項はありません。 

 

６．重要な会計方針の変更 

 該当事項はありません。 


